
1

資料 ３－３
－参考資料－

Ⅰ ．資源配分方針と施策の優先順位付け等．．．．．．．．．．P1

Ⅱ－１．ライフサイエンス分野．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P2

Ⅱ－２．情報通信分野．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P3

Ⅱ－３．環境分野．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P4

Ⅱ－４．ナノテクノロジー・材料分野．．．．．．．．．．．．．．．．．P5

Ⅲ－１．競争的な研究開発環境の整備．．．．．．．．．．．．．．．P6

Ⅲ－２．産学官連携の推進．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P7

Ⅲ－３．研究開発型ベンチャーの創出と育成．．．．．．．．．．．P8

Ⅲ－４．知的財産体制の整備．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P9

Ⅲ－５．地域科学技術振興施策の推進．．．．．．．．．．．．．．．P10

Ⅲ－６．科学技術関連規制改革．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P11

Ⅲ－７．科学技術関連税制改正．．．．．．．．．．．．．．．．．．．P12



2

○概算要求に先立ち、次年度の「予算、人材等の資源配分の方針」を決定。
○関係府省の主な科学技術関係概算要求について、「ＳＡＢＣ」の優先順位

付け。

科学技術関係予算の増加、優先順位付けの反映、重点化

→平成１５年度の科学技術関係予算 3兆5,916億円（対前年度+1.3%）、

うち、科学技術振興費 1兆2,298億円（対前年度+3.9%）

→平成１５年度予算の平成１４年度当初予算額からの伸び率（一般会計）

Ｓ：+21.2%、Ａ：+3.4%、Ｂ：-4.7%、Ｃ：-73.5% 【財務省集計】

→平成１５年度の分野別金額（対平成１３年度）

重点４分野 ライフ：+4.1%、情報通信：+5.4%、環境：+28.4%、ナノ・材料：+12.5%

その他分野 ｴﾈﾙｷﾞｰ：-2.8%、製造：-13.7%、社会基盤：-5.9%、ﾌﾛﾝﾃｨｱ：-1.4%

◆平成１６年度は、従来の優先順位付け（ＳＡＢＣ）に加えて、独立行政法人
や国立大学法人についても業務概要を把握し、主要業務について見解を
取りまとめ。

Ⅰ．資源配分方針と施策の優先順位付け等

主な成果
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Ⅱ．重点分野の推進
Ⅱ－１．ライフサイエンス分野

（推進方策）

《ＢＴ研究開発の推進について》（平成14年12月25日意見具申）

「生きる」、「食べる」、「暮らす」といった人間にとって基礎的な分野に改革をもたらし、新産業創出、産業国
際競争力の向上が期待されるＢＴについて、以下の３つの戦略を策定
①研究開発の圧倒的充実 ②産業化プロセスの抜本的強化 ③国民理解の徹底的浸透

①国民の健康の向上、②持続的発展が可能な社会の構築、③安全な食料の安定的確保、④産業競争力
の強化を目標とした、BT研究開発レベルにおける具体的な推進方策。

《バイオテクノロジー戦略大綱》（平成14年12月6日 ＢＴ戦略会議）

反映

（現状）

○ヒトゲノムの完全解読の宣言（平成15年４月） ・・・・・・日本の貢献は約６％

○ポストゲノム研究を強力に推進
テイラーメイド医療を目指した遺伝子多型解析研究、タンパクの構造・機能研究 等

○法令・ガイドラインの整備等
クローン技術規制法、カルタヘナ条約国内担保法の制定、ヒトＥＳ細胞指の樹立・作成に関する指針、
ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針の策定 等

＜研究開発＞

○バイオベンチャー企業総数 １３２社（１９９６年） ⇒ ３３４社（２００３年） ･・・・ＪＢＡ調べ

＜産業化プロセス＞

＜安全・生命倫理に関する取組み＞
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Ⅱ－２．情報通信分野

《情報通信研究開発の推進について》（平成15年5月27日 意見具申）

～安心で豊かな生活と力強い社会を実現するIT～
n 利用者の視点と産業競争力強化を重視した戦略的研究開発を推進
n 研究開発課題：モバイル、光、デバイスを核に重点化したネットワーク、 コン

ピュータ、デバイス技術等に加え、
①情報家電や人間と共存するロボット等を核とした新ＩＴシステムの実現
②応用駆動型のソフトウェアや情報セキュリティの技術革新と人材育成のための

戦略拠点の構築
③次世代を制する基礎技術と研究開発基盤の強化

n 応用駆動型技術の研究開発、ソフト
ウェアや情報セキュリティの研究開発と
人材育成拠点構築等に重点化

（「科学技術に関する予算、人材等の資源配分方針」に反映）

n 研究開発の面からe-Japan戦略Ⅱを
支援

進捗状況

n ユビキタスネットワーク関連の市場規模
推計
Ø 30.3兆円（2005年）
Ø 84.3兆円（2010年） （情報通信白書平成15年版より）

n ロボットの市場規模予測
Ø 0.5兆円（2000年）
Ø 3兆円 （2010年）
Ø 8兆円 （2025年） （（社）日本ロボット工業会報告書より）

市場拡大
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《環境分野のイニシャティブ研究の推進》
（平成１４年４月より）
①地球温暖化②ゴミゼロ型・資源循環型技術③自然
共生型流域圏・都市再生技術④化学物質リスク総合
管理技術⑤地球規模水循環変動
［環境研究開発推進プロジェクトチームの設置］
（平成１５年４月より）
イニシャティブ研究の効果的推進のための調査・検
討。
※イニシャティブとは、関係省庁が連携して同じ政策
目標の達成に至る道筋を設定したシナリオの下に複
数のプログラムを有機的に統合したもの。

Ⅱ－３．環境分野

○「地球温暖化研究の最前線」（成果報告）をとりま
とめ（平成１５年３月２０日）

○各イニシャティブ関連研究者間の情報共有を積
極的支援。

○イニシャティブ登録課題をホームページで情報公
開。

《地球温暖化対策技術研究開発の推進につ
いて》（平成１５年４月２１日意見具申）

温暖化対策として有効と考えられる主な技術
（省エネルギー、新エネルギー等）毎に、実
現性を考慮した温室効果ガス削減ポテン
シャル、研究開発の必要性、導入普及方策
の必要性、温暖化対策への普及効果の観点
から分析し、今後重点的・加速的に取組むべ
き課題を研究開発推進戦略としてとりまとめ。

成果

○「自動車の燃費改善に向けた技術開発」
「省エネ型二酸化炭素分離回収隔離技
術開発」「二酸化炭素貯留技術開発」
「燃料電池技術開発」等を重要課題とし
て提示し、研究開発を推進。

目標：環境研究開発の効果的・効率的な推進
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Ⅱ－４．ナノテクノロジー・材料分野

lナノテクノロジー・材料分野から５～１０年の間に国際競争力のある技術の事業化・産業化
l産業化推進に向けた研究開発及び、成果の実用化を加速する環境整備を一体的に推進
l初期段階から同一達成目標に向けて、内閣府が主導する府省「連携プロジェクト」を推進

府省「連携プロジェクト」の推進と分野横断的整備

生活習慣病、難治性疾患を対象に、患者負担の少ない新しい投薬方法の提供等生活習慣病、難治性疾患を対象に、患者負担の少ない新しい投薬方法の提供等ナノナノDDSD D S

ナノ医療ナノ医療
デバイスデバイス

バイオセンサー等を用いた在宅での健康管理を可能とする機器の実現等バイオセンサー等を用いた在宅での健康管理を可能とする機器の実現等

革 新 的革 新 的
構造材料構造材料

「複合機能＋内部構造可変＋長寿命型」の新構造システム建築物等「複合機能＋内部構造可変＋長寿命型」の新構造システム建築物等

ü府省連携に必要な「連絡会」等を適宜設置し、詳細な実施項目、達成目標等を検討

ü関係府省がその役割分担に従い、平成１６年度に必要な予算確保に向け、概算要求中
今後の
進め方

３つの領域で府省「連携プロジェクト」を実施（平成１５年７月２３日意見具申）

【文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省】

【総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省】

【文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省】

ナノ加工・計測分野の推進
（シーズとニーズの融合の場等の分野横断的環境整備）
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Ⅲ－１．競争的な研究開発環境の整備
《競争的研究資金制度改革について》（H15年4月21日 意見具申）
○競争的研究資金獲得に対するインセンティブの向上（研究従事者の雇用拡充及び３０％の間接経費実現等）。

○制度の目的に応じ、できるだけ多くの研究者が応募できるよう検討。

○若手研究者を中心とした任期付き任用の導入と競争的研究資金の獲得を業績評価の主要な項目の一つとして位置付け。

○プログラムオフィサー、プログラムディレクターによる一元的管理・評価体制の整備。

○弾力的運用のため、年度間繰越及び年複数回申請の実施、電子システム化とデータベースの拡充を推進。

○本省が運用する制度については、その規模や実態を踏まえ、独立した配分機関にその配分機能を委ねる方向で検討。
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10.8％ 厚生労働科学研究費補助金(厚生労働省) 

科学技術振興調整費(文部科学省) 

（競争的研究資金予算額の推移）

●全体で平成15年度予算約3,500億円と着実に拡大。
しかし、倍増目標(3,000億円→6,000億円)の達成率は
１８％。

●若手研究者を対象とした枠を設定し、若手研究者を支援。
●各制度は、平成14年秋から、プログラムオフィサー、プ
ログラムディレクターの設置等改革に着手。
・15年度配置予定：プログラムオフィサー ２３６名

プログラムディレクター １３名
●科学研究費補助金、厚生科学研究費補助金等１０制度を
繰越明許費化。

●政府研究開発データベースを、2002年度から運用開始。

《進捗状況 》

戦略的創造研究推進事業
(文部科学省)

科学研究費補助金(文部科学省)

Ⅲ．科学技術システム改革
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●産学官連携サミットの開催状況
・産学官連携サミット（１３年１１月、１４年１１月） 、産学官連携推進会議（１４年６月、１５年６月）
・全国９地域で地域産学官連携サミットを開催

Ⅲ－２．産学官連携の推進
《産学官連携の基本的考え方と推進方策》（平成14年6月19日意見具申）
○大学等において、経営に直結した産学官連携の専門部門の設置等体制を整備するとともに、契約

業務に関し、当事者の自主性尊重の原則の下、柔軟で迅速な対応を確保。
○産学官のマッチングによる共同研究や、中小企業と大学等との連携を促進。
○大学発ベンチャー創出のため、創業支援機能の充実、資金的支援の充実、ベンチャー起業者と支

援者の交流組織の構築等を促進。
○大学において、人材の流動性・多様性を高めるため、具体的目標を定め推進。

●大学発ベンチャー数 ６２（Ｈ ７年度） → ５３１（Ｈ１４年度末）

《進捗状況 》

●大学と民間企業との共同研究件数 １７０４（Ｈ ７年度） → ６７６７（Ｈ１４年度末）

●大学の民間企業からの受託研究件数 ３０２７（Ｈ ７年度） → ６５８４（Ｈ１４年度末）

●共同研究センター数 ４３（Ｈ ７年度） → ６２（Ｈ１４年度末）

・ＴＬＯによる特許出願件数（国内） ２８０（Ｈ１１年度以前） → １３３５（Ｈ１４年度）

・ＴＬＯによる特許出願件数（海外） ３７（Ｈ１１年度以前） → ２８４（Ｈ１４年度）

●技術移転機関（ＴＬＯ）数 １６（Ｈ１１年度以前） → ３４（Ｈ１５年現在）

・ＴＬＯのロイヤリティ収入（百万円） ２０（Ｈ１１年度以前） → ４１０（Ｈ１４年度）
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１ ベンチャー起業を志す者・
その支援者輩出のための施策

（１）教育環境の整備
・技術経営教育（大学）
・起業教育（小中高）

（２）起業家等輩出環境の整備
・退職金税制、確定拠出

年金制度の改善検討
・ スピンオフベンチャーへ

の支援

２ ベンチャー起業にあたっての支援
（１）資金の確保

・ ベンチャー促進税制の検討
・創業支援型ベンチャーキャピタリ

スト育成
・ ベンチャーからの政府調達

（２）専門家人材による支援
・研究者と経営者を結びつける

体制づくり
・起業支援に強い専門家（弁護

士、弁理士、公認会計士等）充実

３ ベンチャー企業のさらなる
発展のための施策

・担保に依存しない多様な
融資手法の導入

４ 総合支援施策
・ ベンチャー企業の結集によ

る総合的な技術開発支援

５ 再挑戦できる環境整備
・個人・連帯保証によらない

融資制度拡充
・破産時の差押禁止財産範

囲の拡充

Ⅲ－３．研究開発型ベンチャーの創出と育成

主な施策（新規）

《研究開発型ベンチャーの創出と育成について》意見具申（平成15年5月２７日）

関連する政策目標

大学発ベンチャー３年１０００社計画（２００４年度まで） MOT人材1万人体制（２００９年度まで）

・平成１４年度以降、MOTコース等を設置
予定の大学等を支援

・実用化を目指した産学共同研究を推進するとともに、大学
研究成果の技術移転を行うＴＬＯ（技術移転機関）を支援
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〇「知的財産戦略大綱」(H14.7)へ反映 →「知的財産基本法」制定(H14.12)
〇「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」(H15.7)へ反映
（取組み例）

・大学知的財産本部整備事業４３機関(支援プログラム９機関を含む）(H15採択分)
・大学等における知的財産の個人帰属から原則機関帰属への転換

Ⅲ－４．知的財産体制の整備

《知的財産戦略について》意見具申(平成14年12月25日、平成15年6月19日）
・知的財産の取得・活用に積極的な研究者及び大学等に対する適正な評価と支援

・産業競争力強化につながる戦略的知的財産創造のための共同研究等の推進

・大学知的財産本部及びTLOを中心とした大学等の知的財産活動体制の整備

・MOT（マネージメント・オブ・テクノロジー）プログラムの実施、法科大学院の設置等によ
る大学における知的財産教育機能の強化

・国の研究開発プロジェクト等において研究開発と知的財産権取得、標準化を一体的に

推進
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経済産業省
産業クラスター

Ⅲ－５．地域科学技術振興施策の推進

○地域クラスターとは
バイオやＩＴといった特定の分野において、相互に関連を持った様々な組織（大学、
関連企業等）や個人からなる地理的な集まり。
これにより、個性と活力ある産業を集積し、公共事業依存型から科学技術駆動型
の地域経済の実現を目指す。

●産業クラスター計画への参加企業数：約３７００社
◇売上高： 約１２兆円（全製造業の４％） ◇従業者： 約４０万人（全製造業の４％）

●連携大学数：約１９０大学
◇全国の理工系大学の６２％

うち国立大学は約６０大学で、全国の国立理工系大学の８１％
●総合科学技術会議がイニシアティブをとり、関係地方自治体と経済産業省、文部科学

省の両省が参加する「地域クラスター推進協議会」を地域ごとに設置
●地域ごとに両省の事業の成果に関する「合同成果発表会」を開催し、情報交換を実施

文部科学省
知的クラスター

新技術シーズ

市場ニーズ
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－従来、国立大学教官等の公務員は原則兼業禁止
－ ９７年４月 兼業規制の一部緩和（一日５時間、週８時間の規制廃止）

－ ２０００年４月 研究成果の事業化目的の取締役、大学の研究成果の民間活用を

進めるＴＬＯの取締役について兼業解禁（但し人事院決済の承認のため、手続きに

数ヶ月）

－ ２００２年６月 総合科学技術会議で承認権限を学長に委任することを提言

－ ２００２年１２月 １ヶ月程度の学内手続きで承認

国立大学の教官の

兼業規制

－以前、一般の起業家は、大学との共同研究以外で国立大学の施設や研究設備利
用は不可能。

－ ２００２年６月、総合科学技術会議で改善を提言。 財務省通知が改正。

－ ２００２年９月、愛媛大学が、ベンチャー企業に施設使用を認める。

国有財産法関連

－１９５５年に制定されたこの法律により、国立大学の教官へ地方公共団体所有の施

設が貸与できない、研究設備の無償移転ができない等の問題を惹起。

－２００２年７月、総合科学技術会議で改善を提言。

－２００２年１１月に関係政令改正。 地方公共団体から、国立大学等に対して、研究
開発にかかわる土地・建物等の無償貸与／寄付講座の設置が可能に。

地方財政再建促進

特別措置法関連

Ⅲ－６．科学技術関連規制改革

●地域経済再生の原動力となる規制緩和を実現。
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Ⅲ－７．科学技術関連税制改正

ソフトウエアを含むＩＴ投資に関し、取得資産投資額の10％相当額の税額
控除と取得資産の50％相当額の特別償却との選択適用を認める制度を創設。

（減税規模：約６，０００億円強）

ＩＴ投資促進税制

ストックオプション税制の拡大に加え、エンジェル税制について、現行の
優遇措置の要件が緩和されるとともに、ベンチャー企業（特定中小会社）
への投資額について、同一年分の株式譲渡益から控除する等の措置を実施。

創業支援・ベン
チャー企業関連減税

試験研究費総額の8～10％（当初３年間は10～12％）を税額控除する制度
を創設。

（減税規模：約６，０００億円）

◆本年より研究開発税制が大幅に拡充されたこと、企業収益が相当程度回
復傾向にあること等から、企業の研究開発に対する態度は、再び積極化し
ており、研究開発投資（主要４２５社）は、過去最高額を更新（対前年度
＋２，４１３億円 ＋５．５％）。

〔研究開発税制に係るアンケート調査結果（平成15年８月13日経済産業省）〕

研究開発税制

●平成１５年度の税制改正において、抜本的な科学技術関連税制の
拡充を実現。


